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社会福祉法人よし乃郷個人情報保護規程 

 

第１章 総則 

 

（目的） 

第１条 この規程は、社会福祉法人よし乃郷（以下「法人」という）が保有する個人情報

の適正な取り扱いの確保に関し必要な事項を定めるとともに、個人情報の開

示及び訂正を請求する権利を保障することにより、個人の権利利益の保護及

び法人の適正な運営に資することを目的とする。 

(本規定の対象) 

第２条   この規定は、法人において、その全部又は一部がコンピュータ等の自動的

手段により処理されている個人情報（介護情報システム）及び手作業により

処理されている個人情報であって、組織的に保有するファイリングシステム

の全部又は一部をなすものを対象とする。 

（定義） 

第３条  この規程における用語の意義は、「個人情報の保護に関する法律」第２条、

及び「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのためのガ

イダンス」の定めるところによる。 

２  「個人情報」とは、生存する個人に関する情報であって、当該情報に含まれる

氏名、生年月日その他の記述等により個人を識別することができるもの（他の

情報と容易に照合することができ、それにより特定の個人を識別することがで

きることとなるものを含む）、又は個人識別符号（文字、番号、記号その他の

符号により特定の個人を識別できるもの）が含まれるものをいう。 

   ３  この規程において個人情報について「本人」とは、個人情報によって識別さ

れる特定の個人をいう。 

（法人の責務） 

第４条  法人は、個人情報保護の重要性を認識し、個人情報の取り扱いに伴う本人

の権利利益及びプライバシーの侵害の防止に関し、必要な措置を講ずると

ともに職員及び職員以外の者で法人の指揮監督を受けて職務又は実習等

に従事する者（以下「職員等」という）の意識啓発に努めるものとする。 

（職員等の責務） 

第５条  職員等は、法令及び本規定を遵守して、個人情報の正確性、安全性の確保

に努め、職務又は実習等で知りえた個人情報を収集目的以外に流用し、ま

たは漏洩、流出、毀損させてはならないものとし、当該職務を退いた後、また

実習を終えた後も同様とする。 

   ２  前項に定める規定に違反した場合は、就業規則等により懲戒処分等とする。 

（個人情報管理責任者） 
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第６条  各部署の個人情報管理者を指揮し、部署における個人情報の収集、利用、

提供及び管理ならびに本人からの開示、訂正等の請求に関し、この規定の定めに従

い、適正に処理するため個人情報管理責任者（以下「管理責任者」という）を置く。 

  ２   個人情報管理責任者は、理事長とする。 

（個人情報管理者） 

第７条  個人情報を収集、管理及び利用する各部署に個人情報管理者を置く。 

  ２   管理者は、各所属の長とする。 

 ３   管理者は、保有する個人情報の適切な管理のために必要な措置を講ずると

ともに、所属する職員が個人情報を適切に取り扱うよう指導し、取り扱いに関

し問題が生じた場合は、迅速かつ適切に処理しなければならない。 

（個人情報保護委員会） 

第８条  法人の個人情報の保護にかかる重要事項等については、リスクマネジメント

委員会（リスクマネジメント委員会内に「通称：個人情報保護委員会」を設置）

（以下「委員会」という。）にて審議する。  

２  委員会は、次の各号に掲げる事項について審議する。  

（１） 個人情報の保護に関する法人全体の取組に関する事項  

（２） 個人情報の有効利用のためのデータベース化等に関する事項 

（３） 個人からの開示請求及び訂正請求に関する事項 

（４） その他個人情報の収集、利用、提供に関する事項  

（５） 介護情報システムの運営管理に関する事項 

３  理事長は、委員会を統括し、職員の中からその委員を指名する。 

４  理事長は、必要に応じて、委員会を開催する。会議には、審議事項 

により、委員以外の者を出席させ、その意見を求めることができる。   

 

第２章 個人情報の適正な取り扱いの確保 

 

（個人情報の収集・管理・利用の届出） 

第９条  管理者が、個人情報を取り扱う業務を開始、変更又は廃止しようとする場合

は、個人情報利用登録・変更・廃止届書に個人情報利用登録簿を添付して、

管理責任者（理事長）に届け出るものとする。 

（利用目的の特定） 

第 10 条 個人情報を収集するときは、個人情報の利用目的を特定し、当該目的を達

成するために必要な範囲内で、適法かつ公正な方法により収集しなければ

ならない。 

  ２   個人情報を収集するときは、本人から収集するものとする。ただし、次の各号

のいずれかに該当するときは、この限りでない。 

  （１） 本人の同意があるとき 
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  （２） 法令等に定めがあるとき 

  （３） 出版、報道等により公にされているとき 

    （４） 個人の生命、身体又は財産の安全を守るため緊急かつ止むを得ないと認め

られるとき 

    （５） 所在不明、心身喪失その他の事由により、本人から収集できない場合であっ

て、本人の権利利益を不当に侵害するおそれがないと認められるとき 

  （６） 前各号に掲げる場合のほか、委員会が公益上特に必要があると認めたとき 

   ３   思想、信条又は宗教に関する個人情報及び社会的差別の原因となる個人

情報を収集しないものとする。ただし、次の各号のいずれかに該当するとき

は、この限りでない。 

  （１） 法令等に定めがあるとき 

    （２） 委員会が業務の目的を達成するために当該個人情報が特に必要であると認

めるとき 

（利用及び提供の制限） 

第 11 条 あらかじめ本人の同意を得ないで前条の規定により特定された利用目的の

範囲を超えて個人情報を利用し、または本人以外の者に提供してはならな

い。ただし、次の各号のいずれかに該当するときは、この限りでない。 

  （１） 法令に基づく場合 

  （２） 人の生命、身体又は財産の保護のために必要がある場合であって、本人の

同意を得ることが困難な場合 

  （３） 公衆衛生の向上又は児童の健全な育成の推進のために特に必要がある場

合であって、本人の同意を得ることが困難であるとき 

  （４） 国の機関若しくは地方公共団体又はその委託を受けた者が法令の定める事

務を遂行することに対して協力する必要がある場合であって、本人の同意を

得ることにより当該事務の遂行に支障を及ぼすおそれがあるとき 

  （５） 前各号に掲げる場合のほか、委員会が公益上特に必要があると認めたとき 

（利用目的の通知等） 

第 12 条  個人情報を取得した場合は、あらかじめその利用目的を公表している場合

を除き、速やかにその利用目的を本人に通知し、又は公表するものとする。 

   ２  前項の規定にかかわらず、本人との間で契約を締結することに伴って契約書

その他の書面（電子的方式、磁気的方式その他の知覚によっては認識するこ

とができない方式で作られる記録を含む。以下、この項について同じ）に記載

された当該本人の個人情報を取得する場合、その他本人から直接書面に記

載された当該本人の個人情報を取得する場合は、あらかじめ、本人に対し、

その利用目的を明示するものとする。ただし、人の生命、身体又は財産の保

護のために緊急に必要がある場合はこの限りではない。 

  ３  利用目的を変更した場合は、変更された利用目的について、本人に通知し、
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又は公表するものとする。 

  ４  前三項の規定は、次に掲げる場合については、適用しない。 

   （１）  利用目的を本人に通知し、又は公表することにより本人又は第三者の生命、

身体、財産その他の権利利益を害するおそれがある場合 

   （２）  利用目的を本人に通知し、又は公表することにより当病院の権利又は正当

な利益を害するおそれがある場合 

  （３）  国の機関又は地方公共団体が法令の定める事務を遂行することに対して

協力する必要がある場合であって、利用目的を本人に通知し、又は公表す

ることにより当該事務の遂行に支障を及ぼすおそれがある場合 

  （４）  取得の状況からみて利用目的が明らかであると認められる場合 

（安全管理措置） 

第 13 条 取り扱う個人情報の漏洩、滅失又は毀損の防止その他個人情報の安全管理

のため必要かつ適切な措置を講ずるものとする。 

２   個人の権利利益を害するおそれが大きいもの（要配慮個人情報（不当な差別

や偏見その他の不利益が生じないようにその取扱いに特に配慮を要するも

の）が含まれる個人データおよび一定の個人情報の漏洩等）が生じたときは、

当該事態が生じた旨を委員会に報告するとともに、本人へ通知するものとす

る。 

  ３  管理者は、業務の目的を達成するために必要な範囲内で、個人情報を正確

かつ最新な内容に保つとともに、保有する必要のなくなった個人情報を確実

かつ速やかに廃棄し、又は消去するものとする。 

（委託に伴う措置） 

第 14 条 個人情報を取り扱う業務の全部又は一部を法人以外の者に委託しようとする

場合は、その取り扱いを委託した個人情報の安全管理が図られるよう、当該

委託に係る契約において、受託者が講ずべき安全確保の措置を明らかにす

るものとする。 

  ２  前条の規定は、個人情報を取り扱う業務の受託者について準用する。 

  ３  第４条の規定は、受託者及び当該受託者の業務に従事している者又は従事

していた者について準用する。 

（第三者提供の制限） 

第 15 条 次に掲げる場合を除くほか、あらかじめ本人の同意を得ないで、個人情報を

第三者に提供してはならない。 

  （１） 法令に基づく場合 

    （２） 人の生命、身体又は財産の保護のために必要がある場合であって、本人の

同意を得ることが困難な場合 

    （３） 公衆衛生の向上又は児童の健全な育成の推進のために特に必要がある場

合であって、本人の同意を得ることが困難であるとき 
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  （４） 国の機関若しくは地方公供団体又はその委託を受けた者が法令の定める事

務を遂行することに対して協力する必要がある場合であって、本人の同意を

得ることにより当該事務の遂行に支障を及ぼすおそれがあるとき 

  （５） 前各号に掲げる場合のほか、委員会が公益上特に必要があると認めたとき 

    ２  第三者に提供される個人情報について、本人の求めに応じて当該本人が識別

される個人情報の第三者への提供を停止することとしている場合であって、次

に掲げる事項について、あらかじめ、本人に通知し、又は本人が容易に知り得

る状態においているときは、前項の規定にかかわらず、当該個人情報を第三

者に提供することができる。 

     （１） 第三者への提供を利用目的とすること 

     （２） 第三者に提供される個人情報の項目 

     （３） 第三者への提供の手段又は方法 

     （４） 本人の求めに応じて当該本人が識別される個人情報の第三者への提供を停止

すること 

     ３  前項第２号又は第３号に掲げる事項を変更する場合は、変更する内容について

あらかじめ、本人に通知し、又は本人が容易に知り得る状態に置くものとする。 

     ４  次に掲げる場合において、当該個人情報の提供を受ける者は、前３項の規定に

ついては、第三者に該当しない者とする。 

     （１） 利用目的の達成に必要な範囲内において個人情報の取り扱いの全部又は一部

を委託する場合 

     （２） 合併その他の事由による事業の継承に伴って個人情報が提供される場合 

     （３） 個人情報を特定の者との間で共同して利用する場合であって、その旨並びに共

同して利用される個人情報の項目、共同して利用するものの範囲、利用するもの

の利用目的及び当該個人情報の管理について責任を有する者の氏名又は名称

についてあらかじめ、本人に通知し、又は本人が容易に知り得る状態においてい

るとき 

     ５  前項第３号に規定する利用する者の利用目的又は個人情報の管理について責任

を有する者の氏名又は名称を変更する場合は、変更する内容について、あらかじ

め、本人に通知し、又は本人が容易に知り得る状態置くものとする。 

（個人情報に関する事項の公表等） 

第 16 条  個人情報に関し、次に掲げる事項について、本人の知り得る状態（本人の求

めに応じて停滞なく回答する場合を含む）に置くものとする。 

      （１） 当法人の名称 

        （２） 全ての個人情報の利用目的（第１１条第４項第１号から第３号までに該当する場

合を除く） 

           （３） 第１７条、第２１条及び第２３条から２５条による求めに応じる手続き、苦情の申出

先 
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     （４）前３号に掲げるものの他、個人情報の適正な取り扱いの確保に関し必要な事項 

     ２   本人から、当該本人が識別される個人情報の利用目的の通知を求められたとき

は、本人に対し、停滞なく、これを通知するものとする。ただし、次の各号のいず

れかに該当する場合は、この限りでない。 

     （１） 前項の規定により当該本人が識別される個人情報の利用目的が明らかな場合 

     （２） 第１１条第４項第１号から第３号まで該当する場合 

     ３  前項の規定に基づき求められた個人情報の利用目的を通知しない旨の決定をし

たときは、本人に対し、停滞なく、その旨を通知するものとする。 

 

  第３章 個人情報の開示及び訂正等請求 

 

（個人情報の開示） 

第 17 条 管理責任者は、当法人が保有している個人情報について、当該個人情報の

本人から開示の請求があったときは、本人であることを確認の上、これに応

ずるものとする。ただし、次の各号のいずれかに該当するときは、当該個人

情報の全部又は一部について、開示しないことができる。 

        （１）  開示することにより、本人又は第三者の生命、身体、財産その他の権利利益

を害するおそれがあると認められる場合 

   （２）   法令等の規定により、開示をすることができない場合 

   （３）   前各号に掲げるものの他開示をすることにより、当法人の業務の適正な執行

に著しい支障を及ぼすおそれがあると認められる場合 

   ２   前項の請求は、未成年者又は成年被後見人等の法定代理人によってするこ

とができる。ただし、やむをえない事情があると認められる場合に限り、本人

が委任した代理人が本人に代わってすることができる。 

（開示請求の手続） 

第 18 条  開示請求をしようとする者は、個人情報開示請求書を、管理者を経て、管理

責任者に提出しなければならない。 

   ２   個人情報のうち介護情報の開示については、当法人における個人情報保護

方針「個人情報の開示・提供」に定めるところによる。 

（開示請求に対する通知等） 

第 19 条  管理責任者は、個人情報の開示の請求があったときは、当該申し出のあっ

た日から起算して 14 日以内に、開示の請求に係る個人情報を開示する旨

又は開示しない旨の決定をし、開示の請求をした者に個人情報開示決定通

知書又は個人情報不開示決定通知書により通知するものとする。ただし、止

むを得ない理由により、当該期間内に通知することができないときは、この限

りでない。 

（開示の実施） 
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第 20 条 管理責任者が、第 18 条の規定により個人情報の開示をする旨の決定をした

ときは、管理者は、閲覧、写しの交付、その他の方法により開示するものとす

る。 

（訂正の請求） 

第 21 条 前条の規定により開示を受けた者が、自己の個人情報に係る事実に誤りがあ

ると認めるときは、個人情報の訂正（追加・削除含む。以下同じ）を請求する

ことができる。 

（訂正請求の手続き） 

第 22 条 訂正の請求をしようとする者は、個人情報訂正請求書を、管理者を経て、管

理責任者に提出しなければならない。 

（訂正請求に対する通知等） 

第 23 条 管理責任者は、訂正の請求があったときは、必要な調査を行い、当該請求の

あった日から起算して３０日以内に、訂正する旨又は訂正しない旨の決定を

し、訂正をする旨の決定をしたときは、当該訂正請求に係る個人情報を訂正

した上、個人情報訂正決定通知書により通知する。また、訂正しない旨の決

定をしたときは、個人情報非訂正決定通知書により通知するものとする。た

だし、止むを得ない理由により当該期間内に通知をすることができないとき

は、この限りではない。 

（不服の申出） 

第 24 条 開示請求又は訂正請求に対する決定について、不服の申出をしようとする者

は、不服申出書を、管理者を経て、管理責任者に提出するものとする。 

  ２  不服の申出があったときは、管理責任者は速やかに必要な調査を行い、必

要に応じて委員会の承認を経て、その結果を個人情報取扱不服申出に係る

通知書により本人に通知するものとする。 

（訂正の申出） 

第 25 条 個人情報の適正な取り扱いの確保に反するという理由によって個人情報の

利用の停止、消去を求める等の、是正（事実の誤りの訂正を除く）の申出をし

ようとする者は、是正申出書を、管理者を経て、管理責任者に提出するものと

する。 

  ２   是正の申出があったときは、管理責任者は速やかに必要な調査を行い、必要

に応じて委員会の承認を経て、その結果を個人情報取扱是正申出に係る通

知書により本人に通知するものとする。 

 

（苦情・相談処理） 

第 26 条 部署が保有する個人情報に関する苦情・相談等は、担当部署ならびに苦情

相談窓口において受け付ける。  

   ２  苦情・相談等の申出は、個人情報の取り扱いに関する苦情申出書の提出又
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は口頭により受け付けるものとする。 

（準用規定） 

第 27 条 第１６条第２項の規定は、訂正の請求、不服の申出、是正の申出及び苦情・

相談等の申出に準用する。 

 

 

第４章 雑則 

 

（費用の負担） 

第 28 条 個人情報の開示を行うときは、原則として実費を徴収する。 

   ２  特別の理由があるときは、費用の一部又は全額を免除することができる。 

（適用除外） 

第 29 条 職員の人事、給与、含む、福利厚生その他これに順ずる事項に関する個人

情報については、第３章の規定は適用しない。  

（運用状況の公表） 

第 30 条 理事長は、毎年１回、個人情報保護制度の運用状況を取りまとめ、公表する

ものとする。 

（細則） 

第 31 条 この規程に定めるものほか、個人情報の保護に関しては必要な事項は、法人

内運営会議の議を経て、理事長が定めるものとする。 

 

（附則） 

この規程は、平成１７年 ４月 １日から施行する。 

        平成１９年１２月２６日  改定 

        平成２０年１０月 １日  改定  

        平成２３年 ４月 １日  改定 

        平成２４年 ４月 １日  改定 

平成２５年１０月 １日  改定 

令和 ５年 ７月 １日  改定 

令和 ６年 ４月 １日  改定 

         令和 ６年１１月 １日  改定 

 


